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1 はじめに  

1.1 背景と目的  

近年，日本各地で大規模な自然災害が多発しており被災地やその周辺地域に深刻な被

害をもたらしている．観光産業においては，安心安全であることが旅行先に選ばれる

上での必須条件であり，自然災害の影響を長期にわたり大きく受けることから，被害

拡大を最小限に抑え，早期復興を実現するために消費喚起策「ふっこう割」が実施され

ている．ふっこう割とは，大規模災害により落ち込んだ観光需要を早期回復および喚

起することを目的とした施策で，国が交付する助成金を活用し日本人観光客および外

国人観光客を対象として旅行代金や宿泊代金の割引を行う．2016年以降の大規模災害

で実施された主なふっこう割事業では，災害救助法の適応が助成金支給の条件の1つと

なっており, 物的・人的を重視した制度設計になっている．最近では，助成金の交付

額を検討する指標として観光需要の落ち込みも勘案されてきているが，現時点では施

策立案者が参考にすべきガイドラインが提供されていない． 

また，施策の効果検証は施策期間全体を通した延べ宿泊者数，それに基づく経済効果

でしか測定されておらず，実施経過や実態が不透明な現状である．このような背景か

ら，被災規模および消費喚起策による観光需要の変化を明らかにし，時系列ごとに施

策の影響を可視化することで現行の制度設計や効果検証の方法に対して提言すること

を本研究の目的とする．  

1.2 既存研究  

災害後の消費喚起策に関する研究として，松下 1)は「九州ふっこう割」の割引率，ク

ーポンの発行件数に着目し，分割時系列解析(interrupted time-series，以下 ITS)で

観光客の回復過程に及ぼした影響を分析している． 

本研究においても用いる ITS の手法については，Bernal JL2)らが公衆衛生分野での介

入評価のためのチュートリアル論文を執筆している． 

1.3 本研究で対象とする施策  

本研究では，北海道胆振東部地震後に施行された「北海道胆振東部地震観光支援事業」

の取り組みの 1 つである「北海道ふっこう割」を事例とする．選択理由として，地震

という災害の特徴から被災の範囲が震央を起点に広がっており，被害範囲の特定が容

易であることが挙げられる．本研究の目的を検証する場合，実施範囲が広域である他

のふっこう割事業よりも単一の地域で実施された北海道ふっこう割は，ITS を用いた分

析の際に適当だと考えた． 



 

 2 

2 北海道胆振東部地震による観光需要の影響  

2.1 北海道胆振東部地震の概要  

2018 年 9 月 6 日，胆振地方の中東部を震源とするマグニチュード 6.7 の地震が発生

した．安平町で最大震度 7 を記録したほか，道央，道南を中心に広い地域で強い揺れ

を観測し，死者 42 名，住家被害は全壊 462 棟，半壊 1,570 棟に達するなど，多方面に

甚大な被害が生じた 4)．さらに，震源に近い北海道電力苫東厚真発電所が停止した上，

送電線故障に伴う水力発電所の停止も重なったことで道内全域が停電する国内初の全

域停電「ブラックアウト」が発生した． 

 

2.2 地震による観光業の経済的被害  

2018 年 11 月 1 日に北海道が公表した被害状況 5)によると，地震による建物の被害な

どの直接的被害は，2.53 億円にとどまっていた一方で(表 1) ，間接的な被害であるキ

ャンセル数は宿泊 140.27 億円，観光・体験施設 9.20 億円，フェリー・遊覧船 0.53 億

円，観光バス 7.95 億円，レンタカー7.03 億円にも上った(表 2)．さらに，ブラックア

ウトによる交通機関の影響で JR の運休 117.25 億円，航空便の欠航 2.50 億円の影響額

が報告されている．宿泊施設のキャンセル数をもとに交通費，飲食，土産物消費などを

含めると観光消費影響額は約 356 億円に達した．以上のことから，地震による直接的

被害よりも間接的な被害が深刻な災害であった． 

 

 

表 1 地震による直接的な被害件数と被害額 
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表 2 地震による間接的な状況件数と被害額 

出所：北海道経済部観光局提供資料より筆者作成 

 

2.3 被災規模と観光需要の関係性  

ふっこう割は災害救助法適応の上で被災状況を鑑みて，助成金の交付額を設定してい

る．災害救助法とは，災害により被害を受けた又は被害を受けるおそれのある者の保

護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする法律である 6)．一定規模以上の災害が

発生した場合に適用されることから，被災規模が大きいほど観光需要は減少するとの

想定が施策の根本にあると考え，被災規模と観光需要の相関分析を行なった(図 1) ．   

被災規模は防災科学技術研究所データベースから取得した自治体ごとの計測震度を

用いた．観光需要は北海道経済部観光局が公表している観光入込客数調査の 2017 年 9

月ならびに 2018 年 9 月の宿泊実数から前年同月比増減を算定した． 
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図 1 被災規模と観光需要の相関 

出所：災害ならびに観光のオープンデータより筆者作成 

 

また，地理情報システム(Geographic Information System, 以下 GIS)を用いて全道

での観光需要の増減を可視化した(図 2) ． 

 

 

図 2 GIS による被災規模と観光需要の可視化(2018 年 9 月) 

出所：災害ならびに観光のオープンデータより筆者作成 

 

相関分析の結果，被災規模と観光需要に強い関連性は見られなかった．可視化の結

果からは，震央に近づくほど観光需要は減少する傾向はあるが，震源から離れた主要

観光地や交通拠点での減少も確認された． 
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3 ふっこう割  

3.1 ふっこう割の概念  

ふっこう割とは，国が交付する助成金を活用し旅行代金や宿泊代金の割引を行う事業

である．2016 年の熊本地震では，地震発生後に九州 7 県で少なくとも 70 万人分もの宿

泊予約のキャンセルが生じ，被害が少ない他県においても訪日外国人観光客や修学旅

行などの取り消しが広がったことから，政府は初めて個人旅行に対する助成制度を創

設し，風評被害の低減，観光需要の早期回復を図った．制度的な原型は，2014 年に消

費税率が 5％から 8％に上がった際の緊急経済対策として展開された「プレミアム旅行

券」で，安価にすることで需要が動くという知見を元に熊本地震の風評被害対策とし

て創設された背景がある． 

ふっこう割の着想としては，災害後の金銭的補助により供給曲線が下方にシフトし，

旅行価格はさらに下落した結果，旅行需要が増加する(図 3) ． 

 

 

図 3 ふっこう割事業の着想 
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3.2 北海道ふっこう割の概要  

北海道ふっこう割とは，胆振東部地震による風評被害を払拭し，観光需要の早期回復

を図るため，北海道内の宿泊付き旅行を対象とした旅行割引制度である．「北海道胆振

東部地震観光支援事業」の予算は約 83 億円(内訳：道費 2 億円，国費 81 億円)，別途

プロモーション費用として 22.4 億円が割り当てられた 7)． 

 

支援対象 

目的地が北海道の宿泊付き旅行(日帰り旅行は除く，団体旅行含む)および道内宿泊

費用の助成する制度(ビシネス目的は対象外)である．旅行商品割引および宿泊料割引

の取扱いは旅行会社等で行い，日本人観光客は 1 回あたり 1 人 3 泊まで，外国人観光

客は 1 回あたり 1 人 5 泊まで利用可能であった． 

 

割引区分 

日本人観光客は 1 泊 6,000 円以上の宿泊を対象に最大 50%割引，1 旅行 10,000 円以

上の旅行を対象に最大 50%から 70%割引，外国人観光客は 1 泊 5,000 円以上の宿泊お

よび旅行を対象に最大 60%から 70%割引が行われた． 

 

3.3 北海道ふっこう割の利用実績  

公益社団法人北海道観光振興機構は，実績として利用人数は約 111 万人，延べ宿泊者

数は約 178 万人泊，観光消費回復効果は約 720 億円と報告している 7)．地震による観

光被害は宿泊キャンセル数が約 115 万人泊，宿泊キャンセル数をもとに推定した観光

消費影響額は約 356 億円としていたことから，2.02 倍の回復効果となった. 利用実績

は以下のとおりである(表 3-6) ． 

表 3 宿泊地別利用実績 
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表 4 利用者居住地別利用実績 

 

 

表 5 利用者居住地別利用実績(外国人観光客内訳) 

 

 

表 6 利用者居住地別利用実績(道外客内訳) 

 

出所：北海道経済部観光局提供資料より筆者作成 
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4 分析方法  

4.1 分析手法  

ふっこう割の効果検証は，施策を実施した場合と実施しなかった場合の延べ宿泊者数

の差分を測定することが考えられる. 現実世界では施策が実施されているため，施策

が実施されていない状態である仮想的な反事実を生成しなければ比較することはでき

ない． 

統計的因果推論において，介入の評価を行う場合はランダム化比較試験(Randomized 

Controlled Trial， 以下 RCT)が一般的であるが，実際の施策の場で用いるにはハード

ルが高く，本研究のような過去の施策検証にて用いることは不適切といえる．類似の

手法として，国や自治体などが公表している既存データから反事実状態を見つけ出し

施策効果を把握する差の差の分析(Difference-in-differences analysis，DID 分析)が

あるが 8)，北海道ふっこう割は全道で実施されている上，北海道特有の地域資源や季

節性が観光需要に及ぼす影響が大きいことから類似したパネルデータを見つけること

が困難と判断し，本研究では比較対象を必要としない分割時系列解析を採用し，折れ

線回帰を使用する．  

折れ線回帰では，施策介入によるアウトカムへの影響を時系列の切片の変化(Level 

Change)や傾きの変化(Slope Change)で確認することが可能である．式(1)のような推

計式を用いて，変化を推定する(図 4) ． 

 

𝑦 = 	𝛽! + 𝛽"𝑡 + 𝛽#𝑙𝑒𝑣1 + 𝛽$𝑡𝑟𝑒1	 (1) 

 

図 4 折れ線回帰の考え方 
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4.2 利用データ  

ふっこう割は宿泊旅行に対する助成であり，北海道経済部観光局では成果指標を述べ

宿泊者数としていたことから，同局が公表している観光入込客数調査の延べ宿泊者数

を用いた．観光庁が公表している統計も参考値とするため，オープンデータの整備が

進んできた 2012 年 4 月から 2019 年 12 月までのデータを用いた． 

分割時系列解析の留意点として，時系列データに含まれる季節変動は自己相関の要因

となりうることから，分析にあたっては季節成分の調整が必要である．先行研究では，

周期性を顧慮していれば自己相関は問題にならないと述べているため，本研究では 12

か月移動平均法で算出した季節指数をトリム平均で補正し，全地域において季節調整

済み延べ宿泊者数データを生成した(図 5-18)． 

また，各地域で不規則変動の要因となるイベントがないかを確認したところ，釧路に

おいては震災前月の 2018年 8 月にピーチアビエーションの釧路－関西線が新規就航し

ており，分析結果に大きく反映されることが予想できた．外国人観光客については，下

調べの段階でこのような外部要因の影響を大きく受けていることが判明したため，本

件研究では日本人観光客の延べ宿泊者数のみを対象としている． 

 

 

 

図 5 空知の季節調整済み延べ宿泊者数 
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図 6 石狩の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

 

図 7 後志の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

 

図 8 胆振の季節調整済み延べ宿泊者数 
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図 9 日高の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

図 10 渡島の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

図 11 檜山の季節調整済み延べ宿泊者数 
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図 12 上川の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

図 13 留萌の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

 

図 14 宗谷の季節調整済み延べ宿泊者数 
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図 15 オホーツクの季節調整済み延べ宿泊者数 

 

図 16 十勝の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

図 17 釧路の季節調整済み延べ宿泊者数 
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図 18 根室の季節調整済み延べ宿泊者数 

 

4.3 分析のための定義  

分析にあたり，時系列区分を定義するためにふっこう割実施前後である 2018 年 9 月

から 2019 年 4 月までの延べ宿泊者数前年同月比増減を可視化した(図 19)． 

2018 年 9 月の震災直後は被災地や主要観光地，交通機関で落ち込んでいた需要も翌

月 10 月から 11 月の「ふっこう割 1 期」で被災地を除いて回復した．ここで，被災地

の需要の戻りが鈍いことから，11 月の中旬に「ふっこう割 2 期」が実施される．追加

条件として「道央圏の宿泊は 1 泊以内」が加わった．その後，統計上では札幌が含ま

れる石狩地域に集中していた観光客が分散されたが，ふっこう割終了直後の 2019 年 3

月に被災地やいくつかの地域で需要の局所的落ち込みがあったことが可視化から読み

取れた．可視化の結果および交通・ライフラインの復旧状況に基づいて，データの局所

的変化があると思われる時点を検討したところ，「震災前」,「震災直後」,「ふっこう

割 1 期」,「ふっこう割 2 期」,「施策終了後」の 5 つの期間に区分するのが妥当だと

考えた． 

また，北海道は市区町村，振興局，圏域毎に月間の延べ宿泊者数が公開されているこ

とから，市区町村よりも大きな単位である振興局の粒度で分析を行なった．全部で空

知，石狩，後志，胆振，日高，渡島，檜山，上川，留萌，宗谷，オホーツク，十勝，釧

路，根室の 14 の振興局が存在する．  
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図 19 GIS による観光需要の変化の可視化(震災直後-施策終了後) 

出所：地理および観光のオープンデータより筆者作成 
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図 20 分析で用いた推計式の考え方と各変数の内容 

出所：参考文献より筆者作成 

 

式(1)の考え方を流用して，本研究では先般定義した 5 つの区分に基づいて，ダミー

変数を設定し，各地域のレベルとトレンドの変化を推計した(図 20)． 

 

𝑦 = 	𝛽! + 𝛽"𝑡 + 𝛽#𝑙𝑒𝑣1 + 𝛽$𝑡𝑟𝑒1 + 𝛽%𝑙𝑒𝑣2 + 𝛽&𝑡𝑟𝑒2 

								+𝛽'𝑙𝑒𝑣3 + 𝛽(𝑡𝑟𝑒3 + 𝛽)𝑙𝑒𝑣4 + 𝛽*𝑡𝑟𝑒4 + 𝜀+    (2) 

 

yt は t 時点での延べ宿泊者数，t は 1,2,3…と観測期間を通じて増加する変数，𝛽!, 𝛽"

は震災が生じなかった場合のベースラインとトレンドを示し，𝛽#, 𝛽$は震災によって生

じたレベルとトレンドを示す． 𝑙𝑒𝑣1, 𝑡𝑟𝑒1は北海道胆振東部地震が発生する前の 2018 年

8 月までは 0 を取り，9 月以降は 𝑙𝑒𝑣1が 1，𝑡𝑟𝑒1は 1,2,3…と増加する変数である．同様

に， 𝑙𝑒𝑣2, 𝑡𝑟𝑒2は地震発生後の 2018 年 9 月までは 0 を取り，ふっこう割 1 期が開始され

る 10 月以降は 𝑙𝑒𝑣2が 1， 𝑡𝑟𝑒2は 1,2,3…と増加する変数， 𝑙𝑒𝑣3, 𝑡𝑟𝑒3は 2018 年 11 月まで

は 0 を取り，ふっこう割 2 期が開始される 12 月以降は 𝑙𝑒𝑣3が 1，𝑡𝑟𝑒3は 1,2,3…と増加

する変数， 𝑙𝑒𝑣4, 𝑡𝑟𝑒4はふっこう割が継続する 2019 年 3 月までは 0 を取り，ふっこう割

が終了した 2019 年 4 月以降は 𝑙𝑒𝑣4が 1， 𝑡𝑟𝑒4は 1,2,3…と増加する変数である． 
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5 分析結果  

5.1 折れ線回帰の推計結果  

式(2)の推計結果は表の通りである(表 7) ．ふっこう割 1 期の局所的効果である𝛽%，

ふっこう割 2 期の局所的効果である𝛽'，施策終了後の反動である𝛽)を確認する． 

ふっこう割 1 期の即時効果では，札幌が含まれる石狩地域は大幅に延べ宿泊者数が増

加したにも関わらず，被災地である胆振地域では減少している．また, 地震の被害が

小さかった釧路での減少が目立つ理由として，本来釧路－関西線の新規就航で誘客が

できていたはずが，ふっこう割 1 期の旅行代金助成やプロモーションにより観光客が

目的地変更した結果と考えられる．被災地よりも石狩地域近辺に観光客が集中したこ

とが読み取れ，後続のふっこう割 2 期での施策変更で石狩滞在の観光客を分散させる

妥当性があったと考える． 

次に，ふっこう割 2 期の即時効果では石狩地域は減少している一方で，被災地の胆振

地域，石狩周辺の北海道を代表する観光地が含まれる後志，上川，渡島地域で大幅に増

加した．「道央圏の宿泊は 1 泊以内」という条件が加わり，主に観光客が集中してい

た石狩地域から被災地，石狩周辺の主要観光地に分散化が成功したことが窺える．最

後に，ふっこう割終了後の即時的反動として，石狩地域では需要が早期に回復したが，

被災地や石狩周辺の地域，道東，道北エリアでは一時的に需要が落ち込んだ結果とな

った． 
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表 7 分析結果. 各変数の上段は回帰係数, 下段は t 値と有意水準を示す 
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5.2 単回帰を用いた施策の効果検証  

単回帰を用いて施策実施期間全体における効果検証を行う．施策あり，施策なしの

2019 年 3 月時点での述べ宿泊者数を推定した．この差分が施策効果である(表 8)．ふ

っこう割 2 期での施策による変更により石狩地域の観光客が分散されたことで，石狩

周辺主要観光地で大きな効果があった一方，観光客の目的地変更により，施策の弊害

を受けている地域も確認された．この結果から施策介入で統計上には現れない地域間

での潜在的格差が隠れていることが明らかとなり，観光客分散を図る追加施策による

制限の結果，施策の恩恵と弊害を受けた地域に分かれたことが判明した． 

 

表 8 効果検証の結果 

 

5.3 施策による分散範囲の推定  

地域間での効果の傾向を確認するために，GIS で表 8 の施策効果を可視化したとこ

ろ，施策の恩恵を享受した地域は石狩地域(札幌市)から円形を描く形で広がっている

ことが確認できた(図 21)．このことから，ふっこう割 2 期で追加された「道央圏の宿

泊は 1 泊以内」という条件が結果に影響していると推測した． 
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図 21 効果検証の可視化 

出所：地理および観光のオープンデータより筆者作成 

 

 

施策変更による分散範囲を推定するために，北海道経済部観光局から提供いただい

たローデータを使用している．初日が札幌滞在の 1 泊 2 日から 3 泊 4 日までの日本人

観光客 703 名を対象に周遊の傾向を分析した．なお，道内客 225 名に関しては，周遊

がほとんど観測できなかったため, 道外客 448 名を分析した結果である(表 9) ． 
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表 9 札幌滞在客の周遊傾向 

 

出所：北海道経済部観光局提供のローデータより筆者作成 

 

 

平均訪問地数は約 5 か所，札幌から 186 分，137km 圏内を周遊している傾向が判明し

た．道央滞在の 3 泊以内の観光客が「道央圏の宿泊は 1 泊以内」の条件で分散しうる

範囲と推定した． 
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6 考察  

日本人観光客の場合，ふっこう割による補助は 3 泊までとなっていたため，ふっこう

割 1 期で観光客が集中した石狩地域から「道央圏(胆振・日高除く)の宿泊は 1 泊以内」

の条件で行ける範囲内の主要観光地にしか観光客の分散が実現せず，追加施策により

道北，道東エリアとの需要格差が縮まなかったと考える． 

 

 

7 結論 

ふっこう割事業の制度設計に対する提言として，被災規模と観光需要の減少に強い関

連性はないことから，助成金の交付額を検討する指標として，観光需要の落ち込みを

測る宿泊キャンセルも被災規模に合わせて勘案すべきである．早期復興のための施策

であることから，災害後にいち早く観光需要の落ち込みを把握できる統一した指標や

ガイドラインをあらかじめ定めておくことが適切だと考えた．  

事例研究により，施策変更による影響の大きさや地域間での潜在的格差が生じている

ことが明らかとなった．過去のふっこう割事業全般でいえる「施策期間全体での述べ

宿泊者数が前年同月よりも増加した場合は効果がある」という安易な測定方法よりも，

施策変更の変わり目，細分化した地域ごとに効果検証を行う必要性があると考える．

過去の施策を振り返り，得た知見を共有，蓄積していくことが災害からの早期復興の

近道となるだろう．  
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